
（様式第２） 

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間 個票 
保健福祉部 介護保険課 

許認可等の内容 高額医療合算介護サービス費の支給 No.１７７ 

 

 

根拠法令及び条項 介護保険法第５１条の２第１項 

審
査
基
準

 

関係条項 介護保険法施行令第２２条の３ 

基準 

（未設定の場合

はその理由） 

１ 市町村は、要介護被保険者の介護サービス利用者負担額（前条第１

項の高額介護サービス費が支給される場合にあっては、当該支給額に

相当する額を控除して得た額）及び当該要介護被保険者に係る健康保

険法第１１５条第１項に規定する一部負担金等の額（同項の高額療養

費が支給される場合にあっては、当該支給額に相当する額を控除して

得た額）その他の医療保険各法又は高齢者の医療の確保に関する法律

（昭和５７年法律第８０号）に規定するこれに相当する額として政令

で定める額の合計額が、著しく高額であるときは、当該要介護被保険

者に対し、高額医療合算介護サービス費を支給する。 

２ 法第５１条の２第１項に規定する政令で定める額は、次のとおりと

する。 

 (1) 健康保険法（大正１１年法律第７０号）第１１５条第１項に規定

する一部負担金等の額（同項の高額療養費が支給される場合にあっ

ては、当該支給額に相当する額を控除して得た額とする。） 

 (2) 船員保険法第３１条の６第１項に規定する一部負担金等ノ額（同

項の高額療養費が支給される場合にあっては、当該支給額に相当す

る額を控除して得た額とする。） 

 (3) 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第５７条の２第１

項に規定する一部負担金等の額（同項の高額療養費が支給される場

合にあっては、当該支給額に相当する額を控除して得た額とする。） 

 (4) 国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号）第６０条の

２第１項に規定する一部負担金等の額（同項の高額療養費が支給さ

れる場合にあっては、当該支給額に相当する額を控除して得た額と

する。） 

 

（裏面１へ） 

参考事項 
 

設定等年月日 

平成２１年 ３月 １日設定 

平成  年  月  日変更（※                 ） 

平成  年  月  日変更（※                 ） 

標
準
処
理
期
間

 

標準処理期間

（未設定の場合

はその理由） 

総日数  ９０日（休日は含まない。） 

設定等年月日 

平成２１年 ３月 １日設定 

平成  年  月  日変更（※                 ） 

平成  年  月  日変更（※                 ） 

（注）※は、主な変更事項を一つ記入すること。 



（様式第２） 

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間 個票 
保健福祉部 介護保険課 

許認可等の内容 高額医療合算介護サービス費の支給 No.１７７ 

 

 

（裏面１） 

審
査
基
準

 

基準 

（未設定の場合

はその理由） 

 (5) 地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）第６２条

の２第１項に規定する一部負担金等の額（同項の高額療養費が支給

される場合にあっては、当該支給額に相当する額を控除して得た額

とする。） 

 (6) 私立学校教職員共済法（昭和２８年法律第２４５号）第２５条に

おいて準用する国家公務員共済組合法第６０条の２第１項に規定す

る一部負担金等の額（私立学校教職員共済法第２５条において準用

する同項の高額療養費が支給される場合にあっては、当該支給額に

相当する額を控除して得た額とする。） 

 (7) 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）第

８４条第１項に規定する一部負担金等の額（(同項の高額療養費が支

給される場合にあっては、当該支給額に相当する額を控除して得た

額とする。) 

３ 高額医療合算介護サービス費は、次に掲げる額を合算した額から７

０歳以上医療合算支給総額（次項の７０歳以上医療合算利用者負担世

帯合算額から同項の７０歳以上医療合算算定基準額を控除した額（当

該額が高額医療合算介護サービス費の支給の事務の執行に要する費用

を勘案して厚生労働大臣が定める支給基準額（以下この条において「支

給基準額」という。）以下である場合又は当該７０歳以上医療合算利

用者負担世帯合算額の算定につき同項ただし書に該当する場合には、

零とする。）をいう。）を控除した額（以下この項において「医療合

算利用者負担世帯合算額」という。）が医療合算算定基準額に支給基

準額を加えた額を超える場合に第１号に規定する基準日被保険者に支

給するものとし、その額は、医療合算利用者負担世帯合算額から医療

合算算定基準額を控除した額に医療合算按分率（同号、第２号、第４

号及び第５号に掲げる額の合算額から次項の規定により高額医療合算

介護サービス費が支給される場合における当該支給額の算定に係る同

項の７０歳以上医療合算利用者負担世帯合算額から同項に規定する７

０歳以上医療合算算定基準額を控除した額に同項に規定する７０歳以

上医療合算按分率を乗じて得た額（以下この項において「７０歳以上

世帯支給額」という。）を控除した額を、医療合算利用者負担世帯合

算額で除して得た率をいう。）を乗じて得た額に被保険者医療合算按

分率（第１号に掲げる額から次項の規定により支給される高額医療合

算介護サービス費を控除した額を、同号、第２号、第４号及び第５号

に掲げる額の合算額から７０歳以上世帯支給額を控除した額で除して

得た率をいう。）を乗じて得た額とする。ただし、第１号から第６号

までに掲げる額を合算した額又は第７号に掲げる額が零であるとき

は、この限りでない。 

 

（裏面２へ） 

 



（様式第２） 

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間 個票 
保健福祉部 介護保険課 

許認可等の内容 高額医療合算介護サービス費の支給 No.１７７ 

 

 

（裏面２） 

審
査
基
準

 

基準 

（未設定の場合

はその理由） 

 (1) 前年８月１日から７月３１日までの期間（以下この条及び第２９

条の３第３項において「計算期間」という。）において、当該市町

村の行う介護保険の被保険者（計算期間の末日（以下この条におい

て「基準日」という。）において被保険者である者に限る。以下こ

の条において「基準日被保険者」という。）が受けた居宅サービス

等に係る前条第２項第１号及び第２号に掲げる額の合算額（同項の

規定により高額介護サービス費が支給される場合にあっては、当該

支給額を控除した額とする。） 

 (2) 計算期間において、基準日被保険者が受けた介護予防サービス等

に係る前条第２項第３号及び第４号に掲げる額の合算額（第２９条

の２第２項の規定により高額介護予防サービス費が支給される場合

にあっては、当該支給額を控除した額とする。） 

 (3) 計算期間において、基準日被保険者が他の市町村の行う介護保険

の被保険者であった間に受けた居宅サービス等及び介護予防サービ

ス等に係る前条第２項第１号から第４号までに掲げる額の合算額

（同項の規定により高額介護サービス費が支給される場合又は第２

９条の２第２項の規定により高額介護予防サービス費が支給される

場合にあっては、これらの支給額の合計額を控除した額とする。） 

 (4) 計算期間において、基準日被保険者の合算対象者が当該市町村の

行う介護保険の被保険者であった間に受けた居宅サービス等に係る

第１号に規定する合算額 

 (5) 計算期間において、基準日被保険者の合算対象者が当該市町村の

行う介護保険の被保険者であった間に受けた介護予防サービス等に

係る第２号に規定する合算額 

 (6) 計算期間において、基準日被保険者の合算対象者が他の市町村の

行う介護保険の被保険者であった間に受けた居宅サービス等及び介

護予防サービス等に係る第３号に規定する合算額 

 (7) 次のイからリまでに掲げる基準日被保険者の区分に応じ、それぞ

れイからリまでに定める額 

  イ 基準日において健康保険法の規定による被保険者（同法第３条

第２項の規定による日雇特例被保険者、国家公務員共済組合法及

び地方公務員等共済組合法に基づく共済組合の組合員並びに私立

学校教職員共済法の規定による私立学校教職員共済制度の加入者

を除く。第４項において「健康保険被保険者」という。）又はそ

の被扶養者(健康保険法の規定による被扶養者をいう。同項におい

て「健康保険被扶養者」という。)である者 健康保険法施行令（大

正１５年勅令第２４３号）第４３条の２第１項第１号から第５号

までに掲げる額の合算額 

 

（裏面３へ） 

 



（様式第２） 

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間 個票 
保健福祉部 介護保険課 

許認可等の内容 高額医療合算介護サービス費の支給 No.１７７ 

 

 

（裏面３） 

審
査
基
準

 

基準 

（未設定の場合

はその理由） 

  ロ 基準日において日雇特例被保険者（健康保険法施行令第４３条

の２第１項第５号に規定する日雇特例被保険者をいう。第４項に

おいて同じ。）又はその被扶養者（健康保険法の規定による被扶

養者をいう。同項において「日雇特例被扶養者」という。）であ

る者 健康保険法施行令第４４条第２項において準用する同令第

４３条の２第１項第１号、第３号及び第５号に掲げる額の合算額 

  ハ 基準日において船員保険法の規定による被保険者（国家公務員

共済組合法及び地方公務員等共済組合法に基づく共済組合の組合

員を除く。第４項において「船員保険被保険者」という。）又は

その被扶養者（船員保険法の規定による被扶養者をいう。同項に

おいて「船員保険被扶養者」という。）である者 船員保険法施

行令（昭和２８年政令第２４０号）第１１条の２第１項第１号か

ら第３号までに掲げる額の合算額 

  ニ 基準日において国民健康保険法の規定による被保険者（以下こ

の条において「国民健康保険被保険者」という。）である者（基

準日において同法第６条各号（第９号及び第１０号を除く。）の

いずれかに該当することにより、当該基準日の翌日から国民健康

保険被保険者の資格を喪失することとなる者を除く。以下この条

において同じ。） 国民健康保険法施行令（昭和３３年政令第３

６２号）第２９条の４の２第１項第１号から第５号までに掲げる

額の合算額 

  ホ 基準日において国家公務員共済組合法に基づく共済組合の組合

員（防衛省の職員の給与等に関する法律施行令（昭和２７年政令

第３６８号）第１７条の３第１項に規定する自衛官等（以下この

条において「自衛官等」という。）を除く。第４項において「国

共済組合員」という。）又はその被扶養者（同法の規定による被

扶養者をいい、自衛官等の被扶養者を含む。同項において「国共

済被扶養者」という。）である者 国家公務員共済組合法施行令

（昭和３３年政令第２０７号）第１１条の３の６の２第１項第１

号から第５号までに掲げる額の合算額 

  ヘ 基準日において自衛官等である者 防衛省の職員の給与等に関

する法律施行令第１７条の６の４第１項第１号から第３号までに

掲げる額の合算額 

  ト 基準日において地方公務員等共済組合法に基づく共済組合の組

合員（第４項において「地共済組合員」という。）又はその被扶

養者（同法の規定による被扶養者をいう。同項において「地共済

被扶養者」という。）である者 地方公務員等共済組合法施行令

（昭和３７年政令第３５２号）第２３条の３の６第１項第１号か

ら第５号までに掲げる額の合算額 

 

（裏面４へ） 

 



（様式第２） 

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間 個票 
保健福祉部 介護保険課 

許認可等の内容 高額医療合算介護サービス費の支給 No.１７７ 

 

 

（裏面４） 

審
査
基
準

 

基準 

（未設定の場合

はその理由） 

  チ 基準日において私立学校教職員共済法の規定による私立学校教

職員共済制度の加入者（第４項において「私学共済加入者」とい

う。）又はその被扶養者（同法第２５条において準用する国家公

務員共済組合法の規定による被扶養者をいう。同項において「私

学共済被扶養者」という。）である者 私立学校教職員共済法施

行令（昭和２８年政令第４２５号）第６条において準用する国家

公務員共済組合法施行令第１１条の３の６の２第１項第１号から

第５号までに掲げる額の合算額 

  リ 基準日において高齢者の医療の確保に関する法律の規定による

被保険者（以下この条において「後期高齢者医療の被保険者」と

いう。）である者 高齢者の医療の確保に関する法律施行令（平

成１９年政令第３１８号）第１６条の２第１項第１号から第３号

までに掲げる額の合算額 

４ 前項各号に掲げる額のうち、７０歳に達する日の属する月の翌月以

後に受けた居宅サービス等若しくは介護予防サービス等又は同項第７

号イからリまでに定める額に係る規定に規定する療養（以下この項に

おいて「７０歳以上合算対象サービス」という。）に係る額に相当す

る額として厚生労働省令で定めるところにより算定した額を合算した

額（以下この項において「７０歳以上医療合算利用者負担世帯合算額」

という。）が７０歳以上医療合算算定基準額に支給基準額を加えた額

を超える場合は、７０歳以上医療合算利用者負担世帯合算額から７０

歳以上医療合算算定基準額を控除した額に７０歳以上医療合算按分率

（７０歳以上合算対象サービスに係る前項第１号、第２号、第４号及

び第５号に掲げる額に相当する額として厚生労働省令で定めるところ

により算定した額を合算した額を、７０歳以上医療合算利用者負担世

帯合算額で除して得た率をいう。）を乗じて得た額に７０歳以上被保

険者医療合算按分率（７０歳以上合算対象サービスに係る同項第１号

に掲げる額に相当する額として厚生労働省令で定めるところにより算

定した額を、７０歳以上合算対象サービスに係る同号、同項第２号、

第４号及び第５号に掲げる額に相当する額として厚生労働省令で定め

るところにより算定した額を合算した額で除して得た率をいう。）を

乗じて得た額を高額医療合算介護サービス費として基準日被保険者に

支給する。ただし、７０歳以上合算対象サービスに係る同項第１号か

ら第六号までに掲げる額に相当する額として厚生労働省令で定めると

ころにより算定した額を合算した額又は７０歳以上合算対象サービス

に係る同項第７号に掲げる額に相当する額として厚生労働省令で定め

るところにより算定した額が零であるときは、この限りでない。 

 

（裏面５へ） 

 



（様式第２） 

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間 個票 
保健福祉部 介護保険課 

許認可等の内容 高額医療合算介護サービス費の支給 No.１７７ 

 

 

（裏面５） 

審
査
基
準

 

基準 

（未設定の場合

はその理由） 

５ 第２項の基準日被保険者の合算対象者は、次の各号に掲げる基準日

被保険者の区分に応じ、当該各号に定める者とする。 

 (1) 基準日において被用者保険被保険者等（健康保険被保険者、日雇

特例被保険者、船員保険被保険者、国共済組合員、自衛官等、地共

済組合員又は私学共済加入者をいう。以下この条において同じ。）

である者 基準日においてその被扶養者（健康保険被扶養者、日雇

特例被扶養者、船員保険被扶養者、国共済被扶養者、地共済被扶養

者又は私学共済被扶養者をいう。以下この条において同じ。）であ

る者 

 (2) 基準日において被扶養者である者 基準日において当該者がその

被扶養者である被用者保険被保険者等である者又は基準日において

当該被用者保険被保険者等の被扶養者である当該者以外の者 

 (3) 基準日において国民健康保険被保険者である者 基準日において

当該者と同一の世帯に属する当該者以外の国民健康保険被保険者で

ある者 

 (4) 基準日において後期高齢者医療の被保険者である者 基準日にお

いて当該者と同一の世帯に属する当該者以外の後期高齢者医療の被

保険者である者 

６ 第２項から前項までの規定は、当該計算期間において当該市町村が

行う介護保険の被保険者であった者（基準日において当該市町村が行

う介護保険の被保険者である者を除く。）に対する高額医療合算介護

サービス費の支給について準用する。 

７ 第２項（前項において準用する場合を含む。）の医療合算算定基準

額は、次の各号に掲げる基準日被保険者の区分に応じ、それぞれ当該

各号に定める額とする。 

 (1) 基準日において被用者保険被保険者等又はその被扶養者である者 

次のイからハまでに掲げる者の区分に応じ、それぞれイからハまで

に定める額 

  イ ロ又はハに掲げる者以外の者 ６７万円 

  ロ 基準日の属する月の標準報酬月額等（医療保険各法（国民健康

保険法を除く。）に規定する標準報酬月額、標準報酬の月額、給

料の額及び標準給与の月額をいう。以下この項及び次項において

同じ。)が５３万円以上の被用者保険被保険者等又はその被扶養者 

１２６万円 

  ハ 市町村民税非課税者（基準日の属する年度の前年度（第９項の

規定により前年８月１日から３月３１日までのいずれかの日を基

準日とみなした場合にあっては、当該基準日とみなした日の属す

る年度）分の地方税法の規定による市町村民税が課されない者（市

町村の条例で定めるところにより当該市町村民税を免除された者

を含むものとし、当該市町村民税の賦課期日において同法の施行

地に住所を有しない者を除く。）をいう。次項において同じ。）

である被用者保険被保険者等又はその被扶養者（ロに掲げる者を

除く。） ３４万円 

 

（裏面６へ） 



（様式第２） 

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間 個票 
保健福祉部 介護保険課 

許認可等の内容 高額医療合算介護サービス費の支給 No.１７７ 

 

 

（裏面６） 

審
査
基
準

 

基準 

（未設定の場合

はその理由） 

 (2) 基準日において国民健康保険被保険者である者 次のイからハま

でに掲げる場合に応じ、それぞれイからハまでに定める額 

  イ ロ又はハに掲げる場合以外の場合 ６７万円 

  ロ 基準日の属する月における厚生労働省令で定める日において当

該国民健康保険被保険者の属する世帯に属するすべての国民健康

保険被保険者について基準日の属する年の前々年（第９項の規定

により８月１日から１２月３１日までのいずれかの日を基準日と

みなした場合にあっては、当該基準日とみなした日の属する年の

前年）の国民健康保険法施行令第２９条の４の３第１項第２号の

基準所得額を合算した額が６００万円を超える場合 １２６万円 

  ハ 基準日の属する月における厚生労働省令で定める日において、

(1)及び(2)に掲げる区分に従い、それぞれ(1)及び(2)に定める者

のすべてについて基準日の属する年度の前年度（第９項の規定に

より前年８月１日から３月３１日までのいずれかの日を基準日と

みなした場合にあっては、当該基準日とみなした日の属する年度）

分の地方税法の規定による市町村民税が課されない場合又は市町

村の条例で定めるところにより当該市町村民税が免除される場合

（これらの者のいずれかが当該市町村民税の賦課期日において同

法の施行地に住所を有しない者である場合を除く。次項において

「市町村民税国保世帯非課税の場合」という。） ３４万円 

   (1) 当該国民健康保険被保険者が市町村の行う国民健康保険の被

保険者である場合 当該者の属する世帯の世帯主及びその世帯

に属する当該市町村の行う国民健康保険の被保険者である者 

   (2) 当該国民健康保険被保険者が組合の行う国民健康保険の被保

険者である場合 当該者の属する世帯に属する当該組合の組合

員及びその世帯に属する当該組合の行う国民健康保険の被保険

者である者 
 (3) 基準日において後期高齢者医療の被保険者である者 次のイから

ニまでに掲げる者の区分に応じ、それぞれイからニまでに定める額 

  イ ロからニに掲げる者以外の者 ５６万円 

  ロ 基準日において療養の給付（高齢者の医療の確保に関する法律

による療養の給付をいう。）を受けることとした場合に同法第６

７条第１項第２号の規定が適用される者 ６７万円 

  ハ 市町村民税世帯非課税者（高齢者の医療の確保に関する法律施

行令第１６条の３第１項第３号の市町村民税世帯非課税者をい

う。）（ニに掲げる者を除く。） ３１万円 

 

（裏面７へ） 

 



（様式第２） 

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間 個票 
保健福祉部 介護保険課 

許認可等の内容 高額医療合算介護サービス費の支給 No.１７７ 

 

 

（裏面８） 

審
査
基
準

 

基準 

（未設定の場合

はその理由） 

  ニ 基準日の属する月における厚生労働省令で定める日において当該

後期高齢者医療の被保険者の属する世帯の世帯主及びすべての世帯

員が基準日の属する年度の前年度（第９項の規定により前年８月１

日から３月３１日までのいずれかの日を基準日とみなした場合にあ

っては、当該基準日とみなした日の属する年度）分の地方税法の規

定による市町村民税（同法の規定による特別区民税を含む。次項第

１号２及び第２号ニにおいて同じ。）に係る各種所得の金額（高齢

者の医療の確保に関する法律施行令第１５条第１項第４号に規定す

る「各種所得の金額」をいう。次項において同じ。）及び他の所得

と区分して計算される所得の金額（同令第７条第１項に規定する「他

の所得と区分して計算される所得の金額」をいう。次項において同

じ。）がない者 １９万円（計算期間において、当該基準日被保険

者及び当該基準日被保険者の合算対象者のうち複数の者が介護保険

の被保険者であった間に居宅サービス等又は介護予防サービス等を

受けた場合にあっては、３１万円とする。） 

８ 第３項（第５項において準用する場合を含む。）の７０歳以上医療合

算算定基準額は、次の各号に掲げる基準日被保険者の区分に応じ、それ

ぞれ当該各号に定める額とする。 

 (1) 基準日において被用者保険被保険者等又はその被扶養者である者 

次のイからニまでに掲げる者の区分に応じ、それぞれイからニまでに

定める額 

  イ ロからニまでに掲げる者以外の者 ６２万円 

  ロ 基準日において療養の給付（健康保険法、船員保険法、国家公務

員共済組合法（私立学校教職員共済法第２５条において準用する場

合を含む。）又は地方公務員等共済組合法による療養の給付をいう。）

を受けることとした場合に、健康保険法第７４条第１項第３号、船

員保険法第２８条の３第１項第３号、国家公務員共済組合法第５５

条第２項第３号（私立学校教職員共済法第２５条の規定により読み

替えて準用する場合を含む。）又は地方公務員等共済組合法第５７

条第２項第３号の規定が適用される被用者保険被保険者等又はその

被扶養者 ６７万円 

  ハ 市町村民税非課税者である被用者保険被保険者等又はその被扶養

者（ロ又はニに掲げる者を除く。） ３１万円 

  ニ 被用者保険被保険者等及び基準日の属する月における厚生労働省

令で定める日においてその被扶養者である者のすべてが基準日の属

する年度の前年度（第９項の規定により前年８月１日から３月３１

日までのいずれかの日を基準日とみなした場合にあっては、当該基

準日とみなした日の属する年度）分の地方税法の規定による市町村

民税に係る各種所得の金額及び他の所得と区分して計算される所得

の金額がない被用者保険被保険者等又はその被扶養者（ロに掲げる

者を除く。） １９万円（計算期間において、当該基準日被保険者

又は当該基準日被保険者の合算対象者のうち複数の者が介護保険の

被保険者であった間に居宅サービス等又は介護予防サービス等を受

けた場合にあっては、３１万円とする。） 

 

（裏面９へ） 

 



（様式第２） 

申請に対する処分の審査基準・標準処理期間 個票 
保健福祉部 介護保険課 

許認可等の内容 高額医療合算介護サービス費の支給 No.１７７ 

 

 

（裏面９） 

審
査
基
準

 

基準 

（未設定の場合

はその理由） 

 (2) 基準日において国民健康保険被保険者である者 次のイからニま

でに掲げる場合に応じ、それぞれイからニまでに定める額 

  イ ロからニに掲げる場合以外の場合 ６２万円 

  ロ 基準日において当該国民健康保険被保険者が療養の給付（国民

健康保険法による療養の給付をいう。）を受けることとした場合

において、同法第４２条第１項第４号の規定が適用される者であ

るとき。 ６７万円 

  ハ 市町村民税国保世帯非課税の場合（ニに掲げる場合を除く。） 

３１万円 

  ニ 基準日の属する月における厚生労働省令で定める日において、

前項第２号ハ(1)及び(2)に掲げる区分に従い、それぞれ当該(1)

及び(2)に定める者のすべてについて基準日の属する年度の前年

度（第９項の規定により前年８月１日から３月３１日までのいず

れかの日を基準日とみなした場合にあっては、当該基準日とみな

した日の属する年度）分の地方税法の規定による市町村民税に係

る各種所得金額及び他の所得と区分して計算される所得の金額が

ない場合 １９万円（計算期間において、当該基準日被保険者及

び当該基準日被保険者の合算対象者のうち複数の者が介護保険の

被保険者であった間に居宅サービス等又は介護予防サービス等を

受けた場合にあっては、３１万円とする。） 

 (3) 基準日において後期高齢者医療の被保険者である者 前項第３号

に定める額 

９ 要介護被保険者が計算期間における同一の月において居宅要支援被

保険者としての期間を有する場合における第２項から第４項まで（こ

れらの規定を第５項において準用する場合を含む。）及び第５項から

前項までの規定の適用については、前条第１０項の規定を準用する。 

１０ 被保険者が計算期間において医療保険加入者又は後期高齢者医療

の被保険者でなくなり、かつ、その医療保険加入者又は後期高齢者医

療の被保険者でなくなった日以後の計算期間において新たに医療保険

加入者又は後期高齢者医療の被保険者とならない場合その他厚生労働

省令で定める場合における高額医療合算介護サービス費の支給につい

ては、当該日の前日（当該厚生労働省令で定める場合にあっては、厚

生労働省令で定める日）を基準日とみなして、この条の規定を適用す

る。 

 


